
１．はじめに 
　森林はその成因から人工林，二次林，自然林

（石田1990；小川ら 2013）に，優占種からス

ギ林，ブナ林，コナラ林などに区分される。こ

のような森林タイプごとに分布や資源量を広域

スケールで把握することは，森林計画（吉田 

2008）をはじめとして，ナラ枯れの発生予測（近

藤ら 2011）や被害林の把握と管理（布川 2007）

などの森林行政に不可欠であるほか，森林分布

を決定する要因の解析（Matsui et al. 2004）や，
食性（橋本・高槻 1997；小池・正木 2008）を

通じて植生と密接な関係にある野生動物

（Izumiyama and Shiraishi 2004）の保護管理

や生息地の推定（井本・増澤 2007）にも有用

である。 

　森林の分布や資源量に関する情報を含む，全

国レベルで整備されたデータやモニタリング成

果がいくつかある。森林・林業行政においては，

森林計画の策定と適切な森林管理に資するため，

個々の森林の現況を記録した森林簿が整備され

ている（大西 1995；吉田 2008）。たとえば富

山県民有林の森林簿は，1筆の土地ごとの林種

別の面積，林齢，蓄積等のデータであり，その

集計値は富山県森林・林業統計書として毎年公

開されている（富山県農林水産部 2013）。森

林簿では，人工林については植栽樹種により詳

細に区分されているが，天然林については「ザ

ツ」といった名称でまとめられ，区分がほとん

どされていない場合が多い（近藤ら 2011）。

富山県民有林の森林簿でも，広葉樹天然林はブ

ナとその他の2区分しかされていない。従って，

森林簿から森林タイプを詳細に把握することは

できない。一方，持続可能な森林経営を目的と

した1995年のモントリオール・プロセスにおい

て採択された国際的な基準を満たすため，1999

年から森林資源モニタリング調査（2010年から

森林生態系多様性基礎調査に改称）が実施され

ている（吉田 2008；岡部・小川 2011）。この

調査は，4kmメッシュの交点のうち森林につい

て5年間隔で毎木調査等を行うものであり，都

道府県のような広域レベルにおける樹種別資源

量の推定等に活用できる。しかし，点的な標本

調査であるため，森林の空間分布を詳細に把握

することはできない。さらに，近年のリモート

センシングとGISの発達を背景に，衛星画像を

用いた土地利用情報として，高解像度土地利用

土地被覆図（http://www.eorc.jaxa.jp/ALOS/lulc/ 

lulc_jindex.htm，2013年11月26日確認）と国土

数値情報土地利用細分メッシュデータ

（http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/jpgis/datalist/ 
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Distribution of forest types classified by vegetation map and distribution of  
private and national forest in Toyama Prefecture, Japan

　森林はその成因から人工林，二次林，自然林に，優占種からブナ林，コナラ林な
どに区分される。このような森林タイプごとに分布や資源量を広域スケールで把握
することは，森林管理や野生動物管理に欠かせない。そこで，富山県の植生図を用
いて，森林タイプごとに国有林と民有林4管内別の面積と分布をとりまとめた。植生
図から集計した国有林と民有林別や人工林と天然林別の面積は，森林簿等から算出
された公表面積とおおむね一致したので，集計面積は公表面積を森林タイプで詳細
に区分して示したものと言えた。富山県の森林のうち，自然林は1,182 ，二次林は
961 ，人工林は500 だった。国有林は主に高標高の山岳地帯に分布するため，人
為的な影響が及びにくく自然林が86%を占めたのに対し，民有林は主に低標高の人
里周辺に分布するため，人為的な影響を受けた二次林と人工林が多く，自然林は
22%だった。高標高から順に，ハイマツ林，オオシラビソ林，ダケカンバ林，クロ
ベ林，ブナ林，ミズナラ林，コナラ林，アカマツ林が分布した。この垂直分布から，
2,400，1,600，400mを境として，高山帯，亜高山帯，山地帯，丘陵帯が区分された。 



2

KsjTmplt-L03-b.html，2013年11月26日確認）

が整備されているが，森林については前者にお

いて常緑樹と針葉樹に区分されているに過ぎず，

森林タイプについての十分な情報は得られない。

これらに対し，環境庁は全国の植生の現況を詳

細に把握するため，植物社会学的分類に基づき

植物群落を地形図上に記載した縮尺5万分の1の

現存植生図（以下，植生図）を作成している（日

置 2007）。植生図は，1979～1986年に実施さ

れた第2回および第3回自然環境保全基礎調査に

おいて，現地調査と空中写真判読により日本全

国について整備された。植生図は905群落に区

分され，人為的な影響を10段階で評価した植生

自然度が付記されているので（小川ら 2013），

これらの情報を用いれば，群落を成因や優占種

による森林タイプで区分して，分布や面積を把

握することが可能である。 

　石田（1990）は，第2回および第3回調査で作

成された富山県の植生図（環境庁 1982～1988）

を用いて，県内の3次メッシュ（緯度30秒，経

度45秒，約1 ）の中央点4,117点の群落を読み

取り，森林タイプ別の面積を推定し，分布の概

要を明らかにしている。この成果は，二次林の

樹種別資源量の推定（石田 1994）にも用いら

れるなど有用性が高いが，現在利用するにはい

くつかの課題がある。第一点は，植生図は更新

されていることである。第3回自然環境保全基

礎調査までの植生図からの変動が，第4回（1989

～1993年），第5回（1994～1998年）調査にお

いて衛星画像（ランドサット）を用いて把握さ

れ，改変図が作成されているので（日置 2007），

現在ではこの図を用いる必要がある。第二点は，

解析方法の問題である。植生図は2005年からベ

クターデータとして公開されているため（井本・

増澤 2007），石田（1990）の紙媒体の植生図

に基づく1メッシュあたり1群落に情報を簡素化

した3次メッシュ単位での解析ではなく，ポリ

ゴンデータとなっている個々の植物群落単位で

の解析がGISソフトを用いれば可能である。また，

数値標高モデルを重ね合わせることにより，標

高などの立地要因と植生の関係を容易に解析で

きる。なお，第5回調査の全国データをとりま

とめた報告書（環境庁自然保護局 1999）にお

いて，都道府県ごとに群落別の集計がなされて

いるが，石田（1990）と同様に3次メッシュ単

位で行われているため同じ問題がある。第三点

は，全県での集計しか行われていないことであ

る。森林管理や森林計画策定は民有林と国有林

別に行われているが，この民国別の集計や，県

内の2森林計画区とも対応する県の4農林振興セ

ンター管内別の集計があると森林行政上有用で

ある。第四点は，ナラ枯れ対策（近藤ら 2011）

や野生動物管理（富山県 2012）に有用な，ブ

ナ林，コナラ林といった優占種による森林タイ

プ区分に基づく解析は十分には行われていない

ことである。 

　以上より，本稿では第5回自然環境保全基礎

調査による改変後の植生図についての富山県に

かかるベクターデータを用いて，群落ごとに国

有林と民有林4農林振興センター管内別の面積

と標高分布を集計した。そのうえで，成因およ

び優占種に基づく森林タイプ別に，面積と分布

をとりまとめた。 

 

２．方法 

２．１　植生図データ 

　5万分の1植生図のベクターデータ（ポリゴン）

の富山県分を，環境省自然環境局生物多様性セ

ンター自然環境情報 G I S 提 供システム

（http://www.biodic.go.jp/trialSystem/info/ 

vg.html，2013年2月5日アクセス）からシェー

プファイルとしてダウンロードして利用した。

これは，第2回および第3回自然環境保全基礎調

査にて整備された植生図を基盤とし，第4回，

第5回調査で把握された改変部分を修正したも

のである。県内の改変部分の面積は，第4回が

20.7 （県面積の0.5%），第5回が31.9 （同0.8%）

で，うち3 以上の面積があった群落区分は，

第4回が造成地，伐採跡群落，スギ植林で改変

部分全体の73%を占め，第５回が造成地，ゴル

フ場，伐跡群落で改変部分全体の86%を占めて

いた。代表的な改変部分としては，YKK滑川

工場，臼中ダム，久婦須川ダム，県内各地のゴ

ルフ場があげられる。 

　なお，1999年に開始された第6回調査以降，

植生図は縮尺2万5千分の1で新たに作成されて

いるが（日置 2007），富山県を含む63図幅の

うち県東部の北アルプスにかかる12図幅につい

ては未作成であるため（環境省自然保護局自然

環境保全基礎調査植生調査情報提供サイト，

http://www.vegetation.jp/index.html，2013年

11月18日 確認），全県の植生図がある第5回調



3

富山森研研報　6（2014） 

査までの5万分の1図を利用した。 

 

２．２　集計対象 

　植生図は都道府県単位で作成されたので（日

置 2007），紙媒体の植生図（環境庁 1982～1988）

では富山県と隣県の植物群落を図上の県境線に

基づき判別することが可能である。一方，ベク

ターデータの植生図には隣県のうち富山県と接

している部分も含まれており，富山県と隣県を

区別する情報が含まれていない。県境付近につ

いては，ベクターデータのポリゴンごとに，紙

媒体の植生図を確認しながら所属県を判別する

方法は考えられるが，富山県と隣県で同一群落

が接している場合は両県にまたがる1ポリゴン

になっているため，すべてのポリゴンの所属県

の判別はできない。そこで，国土数値情報の富

山県行政区域データ平成12年版（国土数値情報

ダウンロードサービス，http://nlftp.mlit.go.jp/ 

ksj/，2013年2月7日アクセス）の富山県境ライ

ンでベクターデータから富山県の範囲を切り出

した。植生図上の県境は，隣県と異なる群落で

接している部分では，両者のポリゴンの境界線

となる。しかし，この植生図上の県境は，国土

数値情報の県境とは微細なずれがあるため，植

生図上は隣県のポリゴンであるものの，その一

部が国土数値情報の富山県境ラインの内側とな

り，細い線状のスリバーポリゴンとして富山県

範囲に含まれて切り出されることがあった。こ

のうち，第2～5回調査で富山県では出現してい

ない群落コード（表-1に示す群落コード以外）

のポリゴンについては，植生図上は県外のポリ

ゴンであることが明らかであり，いずれも県境

部分のスリバーポリゴンであることも確認でき

たため集計から除外した。逆に，植生図上は富

山県のポリゴンであるものの，その一部が国土

数値情報の富山県境ラインの外側となり隣県範

囲として削り落とされることもあったが，面積

への影響は小さいと考えられたため特に対応は

しなかった。 

　データ処理の過程で，群落名の誤りまたはポ

リゴンの自己交差が発見された17ポリゴンにつ

いては，データを修正した（別表-1）。また，

群落名が植生不明区分となっているポリゴンお

よび群落名に明らかな誤りがあるものの正しい

群落名が不明のポリゴンの計13ポリゴン，0.13

については集計から除外した（別表-2）。 

　以上より，58,764ポリゴン，合計面積4,249.32 

を集計対象とした。 

 

２．３　標高 

　ポリゴンの平均面積は72,312 であり，帯状

のポリゴンもあるため，ポリゴン内での標高の

ばらつきが大きくなることがあった。そこで，

5次メッシュ（250mメッシュ，緯度7.5秒，経度

11.25秒）でポリゴンを切り分けて，330,372ポ

リゴン，平均面積12,862 としたうえで，重心

の標高を10mメッシュの数値標高モデル（国土

地理院基盤地図情報ダウンロードサービス，

http://fgd.gsi.go.jp/download/，2013年2月6日

アクセス）から得た。この切り分けたポリゴン

ごとの標高に基づき，群落と森林タイプの標高

分布を得て，100m階級でクラス分けした。以

下では，クラスの呼称に下限標高を用い ，100

～200mクラスであれば100mクラスと記す。平

均標高は，ポリゴン面積で加重平均して算出し

た。なお，富山県の最低標高は0m，最高標高

は立山（大汝山）の3,015m（図-1）である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．４　国有林と民有林等 

　国有林の区域を表すベクターデータは，民有

林の林班配置図に記載された国有林の範囲をデ

ジタイズして作成した。国有林は県東部の立山

などを擁する北アルプスの山岳地帯に主に分布

するほか，県南部の白木峰周辺や，県南西部の

白山北方に位置する笈ヶ岳周辺などに分布する

（図-1）。 

　国有林以外の部分は市街地などの非森林部分

も含め「民有林等」としたうえで，高岡，砺波，

富山，新川の4農林振興センターの管内区域で

区分した（図-1）。管内区域の境は市町村境の

一部と一致するので，国土数値情報の富山県行

　 

図-１　富山県の国有林区域と民有林等の 
　　　４農林振興センター管内区域 
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政区域データ（前出）を用いてベクターデータ

とした。なお，民有林等のうち民有林の範囲に

ついては，森林計画図に記載はされているが，

精度が高くないため利用しなかった。 

 

２．５　森林タイプ 

　森林タイプには，森林であるか否かを分ける

大分類，成因により二次林，人工林などに分け

る中分類，優占種によりブナ林，コナラ林など

に分ける小分類の3段階の分類を用い，森林以

外の植生もあわせて分類した。植生図では，自

然植生か代償植生であるかや森林帯などを考慮

して，群落は10植生区分に分類されているが，

このうち富山県には亜寒帯・亜高山帯代償植生

を除く9植生区分がある（表-1）。また，人為的

な影響を評価した1～10の10段階の植生自然度

が群落ごとに付記されている（表-1）。これら

の情報を用いて，群落ごとの森林タイプを，石

田（1990）の森林タイプ区分および土地利用形

態区分と小川ら（2013）の土地利用区分を参考

として決定した（表-1）。 

　大分類は森林，草原，生活域，その他の4区

分とした。成因に基づく中分類は，森林は自然

林（植生自然度9，以下カッコ内同自然度），

二次林（7～8），人工林（6）の3区分，草原は

自然草原（9～10），二次草原（4～5）の2区分，

生活域は耕作地等（2～4），住宅地等（1～2）

の2区分とした。以下，植生区分別に中分類を

示す。自然植生（寒帯・亜寒帯自然植生，亜寒

帯・亜高山帯自然植生，ブナクラス域自然植生，

ヤブツバキクラス域自然植生）については，森

林植生を「自然林」，草原植生を「自然草原」

とした。ここで，森林植生にはコケモモ-ハイマ

ツ群集などの低木林の群落も含めた。代償植生

（ブナクラス域代償植生，ヤブツバキクラス域

代償植生）については，森林植生を「二次林」，

その他のササ草原，伐採跡群落などを「二次草

原」とした。河辺・湿原・塩沼地・砂丘植生に

ついては「自然草原」とした。植林地・耕作地

植生については，植林植生を「人工林」，モウ

ソウチク林を「二次林」，耕作地等植生を「耕

作地等」とした。その他については，大分類の

「その他」に含めた開放水域と自然裸地を除き，

市街地などを「住宅地等」とした。 

　中分類のうち，自然林，二次林，人工林につ

いては群落名から類推される優占種に基づき以

下の小分類に細分した。ここで，30 未満の群

落は「その他」とすることを基本とした。ただ

し，ブナクラス域自然植生のヒメヤシャブシ－

タニウツギ群落は，高木林が成立しうるブナク

ラス域における低木林であるため，30 以上で

あるものの「その他」とした。一方，同自然植

生のスギ－ブナ群落は30 未満であるものの，

30 以上の面積がある他の群落とともに「ブナ

林」とした。自然林のうち，コケモモ－ハイマ

ツ群集を「ハイマツ林」，オオシラビソ群集を

「オオシラビソ林」，ミドリユキザサ－ダケカ

ンバ群団を「ダケカンバ林」，アカミノイヌツ

ゲ－クロベ群集を「クロベ林」，マルバマンサ

ク－ブナ群集，ヒメアオキ－ブナ群集，スギ－

ブナ群落をまとめて「ブナ林」とした。二次林

のうちブナ－ミズナラ群落を「ミズナラ林」，

コナラ群落を「コナラ林」，ヤマツツジ－アカ

マツ群集を「アカマツ林」とし，人工林のうち

スギ植林を「スギ林」とした。 

 

２．６　集計面積の検証 

　すべての群落の合計面積は県面積に相当する

ため，国土地理院による富山県の面積の公表値

（国土地理院全国都道府県市区町村別面積調，

http://www.gsi.go.jp/KOKUJYOHO/MENCH

O-title.htm，2013年11月26日確認）と照合した。 

　非森林を含む民有林等のうち森林タイプの大

分類が「森林」の部分は，おおむね民有林に相

当すると考えられるので，その集計値の4セン

ター管内別の値および人工林と天然林（自然林

と二次林の計）別の値を，第5回自然環境保全

基礎調査終了時期である1998年3月31日時点の

民有林森林簿の集計による公表値（富山県農林

水産部 1999）と照合した。国有林の面積は合

計面積を同資料（富山県農林水産部 1999）と

照合した。 

　群落ごとの面積は，石田（1990）の推定値と

比較して検証した。 

　なお，ベクターデータの処理にはQuantum 

GIS　ver .1 .8 .0を，面積や標高の集計にはR 

ver.2.15.2を用いた。 

 

 

 



表-１　群落別および植生区分別の面積と標高分布 
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表-２　森林タイプ別の面積と標高分布 

図-２ 全県，国有林と民有林，民有林4 管内の森林タイプ別森林面積（ ）（大分類「森林」の内訳） 
全県以外の円グラフでは，優占種による森林タイプ区分のうち，全面積の1%未満の区分はタイプ名と面積を表示しない 
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表-３　集計面積と公表面積の照合 

図-３　群落別の石田（1990 ）による 
　　　推定面積と本集計面積（表-1 ） 
　　　の関係 

国土地理院HP：国土地理院全国都道府県市区町村別面積調 
統計書：平成9 年度版富山県林業統計書（富山県農林水産部1999） 

石田（1990 ）が推定面積を算出した54 群 
落についての比較 
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３．結果と考察 

３．１　集計結果とその検証 

　富山県の植生図に出現した68群落について，

国有林と民有林4センター管内別の面積と標高

分布を，群落別および植生区分別に（表-1），

また森林タイプ別に（表-2，図-2）集計した。 

　植生図から集計した全県面積および国有林面

積は，公表値とほぼ一致した（表-3）。民有林

の管内別および人天別（人工林と天然林別）面

積は，公表値に対して，93.1～101.7%の値とな

りおおむね一致した（表-3）。従って，本集計

結果は，国有林と民有林別，管内別，人天別に

公表されている森林簿に基づく森林面積につい

て，植物群落や森林タイプで詳細に区分して示

したものと言える。特に，森林簿では天然林と

してまとめられている自然林と二次林を区分す

ることができた。また，天然林の森林簿では，

広葉樹林はブナとその他，針葉樹林はマツ，ス

ギ，その他にしか区分されていないが，ダケカ

ンバ林，ミズナラ林，コナラ林などとより細か

く優占種による森林タイプ区分をすることがで

きた。なお，植生図から集計した面積のうち民

有林に関する値は，高岡管内をのぞき森林簿の

積み上げによる公表値よりやや少なかったが，

これは植生図で草原となっており森林の集計面

積に含めなかった部分にも，森林簿では民有林

となっている部分があることが一因だと推察さ

れる。 

　3次メッシュの中央点の群落を読み取る石田

（1990）の手法では，植生図に存在するものの

3次メッシュの中央点にかからなかった13群落

は推定面積が算出されなかったが，これらの群

落および第5回調査で初めて出現したヤブツバ

キクラス域代償植生に属する伐跡群落の計14群

落についても面積を集計できた（表-1）。石田

（1990）は第3回調査までの植生図を用いたの

に対し，本集計では第4回および第5回調査によ

る改変後の植生図を用いているが，石田（1990）

の手法で3次メッシュの中央点にかかった54群

落の推定面積は，本稿での集計面積とおおむね

一致した（図-3）。このことから，第4回および

第5回調査による改変が群落別面積に与えた影

響は大きくないと言える。ただし，10 程度未

満の群落で両者の値の比率が1:1から外れる傾向

があったのは（図-3），石田（1990）の手法に

よる推定面積は，総面積の少ない群落ほど偶然

性の影響を受け，真の面積に対する誤差の割合

が大きくなりやすい（石田 1990）ためだと考

えられる。 

 

３．２　自然林，二次林，人工林の分布 

　富山県の森林面積は2,644 で県面積の62.2%

を占めた（表-2）。うち国有林は34.9%の924

，民有林等（以下，民有林）は65.1%の1,720

だった。森林の標高分布を国有林と民有林の

管内別に見ると（図-4），国有林は1,000mクラ

スにモードがあり，100～2,900mクラスまで広

く分布したのに対し，民有林のモードは高岡，

砺波，富山，新川それぞれ100，700，400，

200mクラスと国有林よりも低く，最高標高は

それぞれ500，1,700，2,500，1,700mクラスにあ

り，高岡で特に低標高に偏った分布だった。 



図-４　国有林と民有林4 センター管内別の 
　　　森林の標高分布 

図-６　自然林，二次林，人工林の標高分布 

図-５　自然林，二次林，人工林の分布 
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　森林のうち自然林は1,182 （森林の44.7%），

二次林は961 （同36.3%），人工林は500 （同

18.9%）だった（図-2）。富山県の森林の特徴は

人工林率が低いことであり，森林簿等による林

野庁の2012年の統計値（http://www.rinya.maff. 

go.jp/j/keikaku/genkyou/h24/1.html，2013年

11月26日確認）でも沖縄県に次いで都道府県で

2番目に低い18.8%となっている。県東部では北

アルプスの山岳地帯から平野部に向かい，自然

林，二次林，人工林の順に分布する傾向があり，

このうち自然林と二次林の主な分布域の境は，

国有林と民有林の境界におおむね一致していた

（図-1，図-5）。県南西部の五箇山地方（砺波

管内南部）では自然林，二次林，人工林がモザ

イク状に，県北西部の高岡管内と砺波管内北部

では，自然林はほとんどなく，二次林と人工林

がモザイク状に分布する傾向があった。森林の

うち自然林の率は，国有林で86.4%だったのに

対し，民有林では高岡0.3%，砺波16.9%，富山

34.5%，新川21.8%，計22.3%で特に高岡で低か

った（図-2）。自然林の国有林率は67.5%だった

が，二次林と人工林の国有林率はそれぞれ9.5%，

6.8%に過ぎず，9割以上を民有林が占めた（表-2）。

二次林と人工林は100mクラスにモードがあり，

最高標高はそれぞれ1,700，1,600mクラスと同様

の標高分布だったのに対し，自然林のモードは

900mクラスにあり0～2,900mクラスまで広く分

布した（図-6）。標高500mクラス以下では二次

林と人工林が自然林より多く，標高800mクラ

ス以上では自然林が二次林と人工林よりも多か

った。 

　国有林は主に高標高の山岳地帯に分布するた

め，人為的な影響が及びにくく自然林が多く残

されているのに対し，民有林は主に低標高の人

里周辺に分布するため，人為的な影響を受けた

二次林と人工林が多いと考えられる。中でも，

高岡管内は標高が600m未満の丘陵地帯しかな

いため，特に自然林が少ない。 

 

３．３　優占種で区分した森林タイプの分布 

　自然林のうちハイマツ林（49 ），オオシラ

ビソ林（95 ），ダケカンバ林（232 ），ク

ロベ林（67 ）は，標高分布のモードがそれぞ

れ2,400，2,000，1,700，1,600mクラスにあり（図-

7），国有林率は8割以上だった（表-2）。ハイ

マツ林は高山帯を代表する森林で，北アルプス

の中でも標高の高い，白馬岳，立山，薬師岳（図-

1）の周辺に集中して分布した（図-8）。オオシ



図-７　優占種で区分した森林タイプの標高分布 
100m 標高階あたり面積1 未満の値は表示していない 

図-８　優占種で区分した森林タイプの分布 
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ラビソ林とダケカンバ林は亜高山帯を代表する

森林で，オオシラビソ林は薬師岳周辺の高標高

に広がる北アルプス北部と比較すると緩やかな

地形が多い山域に主に分布し，ダケカンバ林は

北アルプスに広く分布するほか，県南西部の笈

ヶ岳周辺にもわずかに分布した（図-8）。クロ

ベ林はいずれの標高クラスにおいても10 未満

であり，各標高クラスで最も多い森林となるこ

ともなかったが（図-7），北アルプスの北部に

主に分布するほか，県南部から南西部にかけて

の山地にも点在した（図-8）。クロベ林とした

アカミノイヌツゲ－クロベ群集は，植生区分は

山地帯に相当するブナクラス域に含まれるが（表-

1），山地帯から亜高山帯下部にわたり分布し，

キタゴヨウ，コメツガ，スギと混生あるいはそ

れぞれが優占する群落とされる（富山県 1979）。

まとまった森林は立山上ノ小平（富山県 2008）

や黒部湖周辺（佐藤ら 2008）にあるほか，痩

せ尾根に多い（富山県 1979）森林であるが，

ハイマツ林やアカマツ林以上の面積があり，県

内の主要な森林タイプの一つであることがわか

った。 

　自然林のうちブナ林（535 ）と，二次林の

うちミズナラ林（453 ），コナラ林（464 ），

アカマツ林（32 ）は，標高分布のモードがそ

れぞれ900，500，100，100mクラスにあった（図-

7）。ブナ林とミズナラ林は山地帯（ブナクラ

ス域）を，コナラ林とアカマツ林は丘陵帯（ヤ

ブツバキクラス域）を代表する森林である。垂

直分布を反映して，県東部から南西部にかけて

の山岳地帯から平野部に向かって，ブナ林，ミ

ズナラ林，コナラ林とアカマツ林が順に分布し

た（図-8）。国有林率はブナ林で約5割，ミズナ

ラ林で約2割，コナラ林とアカマツ林で約1%だ

った（表-2）。高岡管内ではブナ林は0.01 し

かなく，ミズナラ林はなかった。なお，ミズナ

ラ林としたブナ－ミズナラ群落には，その名称

からも明らかなようにブナが優占する森林も含

まれること，また，ブナとミズナラなどが混交

する二次林では時間経過とともにブナの優占度

が増加する傾向があること（Yoshida　and 

Kamitani 1997；石田 2003）に留意する必要が

ある。 

　標高帯ごとに最も多い森林をみると（図-7）， 

0～400mはコナラ林，400～800mはミズナラ林，

800～1,600mはブナ林，1,600～2,400mはダケカ

ンバ林，2,400m以上はハイマツ林だった。コナ

ラ林，ミズナラ林，ブナ林の境となった400，

800mの値は，石田（2004）が富山県内の多数

の調査地の毎木調査資料に基づき，コナラ－ア

カマツ林地帯，ミズナラ林地帯，ブナ林地帯の

境として示した標高と一致している。従って，
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これらの標高区分は，植生図から導いた値であ

るうえ，上述のようにミズナラ林についてはブ

ナが優占する森林も含まれると考えられるもの

の，実際の森林における標高による優占種の変

化とよく対応していると推察される。富山県の

森林帯をこれらの標高を用いて区分すれば，丘

陵帯（暖温帯）は400m以下，山地帯（冷温帯）

は400～1,600m，亜高山帯（亜寒帯）は1,600～

2,400m，高山帯（寒帯）は2,400m以上となる。

この値を民有林と国有林の標高分布（図-4）に

適用すれば，丘陵帯，山地帯，亜高山帯，高山

帯それぞれの割合は，民有林では41.0，55.3，3.6，

0.0%で大部分は丘陵帯と山地帯となり，国有林

では0.7，59.7，33.9，5.7%で大部分は山地帯と

亜高山帯だった。 

　自然林と二次林をあわせた天然林を，ハイマ

ツ林からアカマツ林まで8タイプに区分したが，

このうちブナ科落葉樹のブナ，ミズナラ，コナ

ラ林はいずれも500 前後と多く，その面積合

計は1,452 で天然林の約2/3を占めることから（図-

2），富山県の天然林の主要な森林と言える。

これら3樹種の堅果は秋のツキノワグマの主要

な食物資源であり，その豊凶は人里への出没の

年変動とも関係していることから（水谷ら 2013；

中島 2013a），明らかとなった森林の分布は（図-

7，図-8），クマの食物資源の分布や生息域の把

握にも活用できるだろう。 

 

４．おわりに 

　本稿で用いた縮尺5万分の1の植生図は，1998

年まで実施された第5回までの自然環境保全基

礎調査によるものなので，15年が経過した2013

年現在までに森林植生には変化が生じている。

富山県では2002年にカシノナガキクイムシによ

るミズナラやコナラのナラ枯れが初めて確認さ

れ（西村ら 2005），被害は県内全域に拡大し（富

山県 2010），特に枯損被害が甚大なミズナラ

林においては，ウワミズザクラなど他の樹種が

優占する林への遷移が進行しつつある（中島 

2013b）。また，アカマツ林は人間の利用がな

くなったことや（鎌田・中越 1990），継続し

て発生しているマツ枯れ（富山県農林水産部 

2013）によって（藤原ら 1992），コナラ林等

への遷移が進行していると考えられるほか，竹

林の拡大も進行している（大宮ら 2013）。さ

らに，伐採や造林などの人為の影響による森林

植生の変化は毎年発生している。本稿でまとめ

た森林分布は，これらの近年の森林植生の変化

を反映していない。一方，第6回以降の自然環

境保全基礎調査において，より精度が高い縮尺

2万5千分の1の植生図の整備が進められている

ため（日置 2007），富山県内の図面が完成次第，

本稿と同様の手法による森林分布の解析が望ま

れる。しかし，この2万5千分の1の植生図も，

作成開始の1999年からすでに15年近くが経過し

ているので，県内でも図面により作成年のばら

つきが大きく，近年の森林植生の変化に対応し

たものとは言い難い。従って，本稿で示した5

万分の1植生図から把握した森林分布に加え，2

万5千分の1植生図から把握される森林分布につ

いても，森林動態を広域的かつ長期的に観測し

ている森林資源モニタリング調査（吉田 2008）

等を用いて検証していく必要があろう。また，

航空レーザー測量で樹種区分や（Holmgren 

and Persson 2004；Korpela et al. 2010），林相
区分（大野ら 2011）も可能となりつつあるので，

このような新たなリモートセンシング技術も森

林分布の把握に応用していくべきだろう。 
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Summary

　Forest types can be classified by the factor of formation as secondary or artificial forest and by 

dominant species as beech or oak forest. The information about distribution and resources of each 

forest type at regional scale is essential for forest management and wildlife conservation. Therefore, 

the distribution of forest types in Toyama Prefecture was examined using vegetation map. The 

calculated areas of national, private, artificial and natural forest approximately corresponded with 

the published values that were accumulated from the forest resource database, called Shinrinbo. 
Thus, the calculated areas of forest types could be regarded as detail classification of the published 

values. The areas of primary, secondary and artificial forest were 1182, 961 and 500 , respectively. 

Primary forest occupied 86 % of national forest, because national forest mainly distributed at high 

altitude and thus human disturbance did not affect extensively. In private forest, primary forest 

occupied only 22 % and secondary and artificial forest occupied most part, because private forest 

mainly distributed at low altitude around residential areas and were strongly affected by human 

disturbance. Forest types classified by dominant species ranged from high altitude in order of Pinus 
pumila, Abies mariesii, Betula ermanii, Thuja standishii, Fagus crenata, Quercus crispula, Quercus serrata 
and Pinus densiflora forest. The boundary altitude between alpine, subalpine, montane and foothill 
zone derived from these vertical distribution were 2400, 1600 and 400 m, respectively


